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※この他、消防庁

（消防機器関係）等

の情報も収集して

いる。 

物品 
全般 

地方食品衛生行政機関 

○関係省庁等が情報発信しているリコール情報を一元的に収集し、消費者に情報提供 
    するため、平成23年４月より運用を開始。 
○同サイトでは、消費者の特性のうち年齢層に着目して、「高齢者向け」や「子ども向け」 
    のメール配信サービスも開始。 
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リコール情報サイトの掲載内容の充実 

○消費者庁が報道等でリコール情報を把握
した場合、関係省庁のウェブサイトに掲載さ
れていないケースであっても、消費者庁から
地方自治体・事業者に自ら詳細情報（商品情
報、商品の写真等）の提供を依頼し、リコー
ル情報サイトに掲載。 タイムリーかつ充実し
た情報提供を心掛けている。  

民間事業者への掲載の働きかけ 

○情報の質を維持するために、既に収録して
あるリコール情報の点検を各事業者と始め
る。収録されていなかった他省庁が持つ過去
データについても、併せて各リコール事業者に
内容の確認をとりながら収録。 
○特に重大事故発生の可能性が高い製品か
ら優先的に対応。 

過去情報の点検と収録 
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○リコール情報サイトについて 
 ・文部科学省及び厚生労働省を通じて、学校や児童福祉施設等（子ども向け） 
 ・厚生労働省を通じて、高齢者施設等（高齢者向け） 
 ・地方公共団体の消費者行政担当部署を通じて、一般消費者 
 への周知を依頼。  
○リコール情報サイトの月間アクセス数は平成25年に入って急増し、最近では月間アクセス数が200万件を   
  上回っている。  

リコール情報サイトの利用促進 
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○平成26年1月14日に浜松市内の小学校でノロウィルスによる1,000名を超える集団食中毒が発生 
○給食パンの製造工場が原因が特定され、同年1月18日早朝に事業者が同工場で製造された 
  パン製品の自主回収を開始することを決定 
○18日にリコール情報サイトに掲載するとともに、事業者と連絡をとり、画像や流通情報の提供を 
  依頼。その後の事業者公表情報や公表行政機関の掲載情報LINKも順次追加。 

浜松ノロウイルス食中毒事案でのパンのリコール 
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【長野県岡谷市ウェブサイト】 【宮崎県ウェブサイト】 

（参考）地方公共団体のウェブサイト（末尾がlg.jp）を対象に「消費者庁リコール情報サイト」で検索すると約8000件 

地方公共団体を通じたリコール情報サイトの周知 
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暖房器具に関するリコール製品の注意喚起 

○暖房機器（石油ストーブ・石油温風暖房機、電気ストーブ、エアコン等）のリコール製品２１品

目について、事故件数、回収状況、事故内容等を公表し注意喚起（平成２５年１２月公表） 
○自治体の広報誌に掲載される等、消費者へのリコール情報の周知に活用 

【高知県の広報誌(2014年2月発行)】 
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○消費者への周知には流通業界との連携が重要。 
○リコール製品については、写真を掲載する等、消費者への分かりやすい情報提供も重要。 

 株式会社バローのPOP広告 

流通業界との連携 

 合同会社西友のPOP広告 
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地域の関係者 

製品安全コーディネーター事業（仮称） 

街の電気屋 

消費者庁 

介護関係者 

地域の消費者 高齢者 

●主なリコール製品リスト（リーフレット）の配布 
●リコール製品の点検の必要性を説明／地域の関係者による点検サービス 
●当該リコール製品に関する回収、無償修理等の窓口の紹介 

シンクタンク等 
（消費者庁から受託） 

地方公共団体 
  平成26年度   ：消費者庁連携事業として実施 
（平成27年度以降：自治体独自事業としての実施を検討） 

全面協力 
（資料作成等） 

リコール製品の周知・点検等 

 ○地域の関係者を通じて高齢者等にリコール情報の周知を行い、製品の回収・修理につなげるモデル
事業を実施。モデル事業の教訓を消費者庁が取りまとめ、27年度以降に全国展開をはかる。 

地域の関係者への説明会 

●趣旨・目的等の説明 
●リーフレット等の配布 

終了後に結果報告 
●消費者の反応 
●回収状況等 

全国展開をはかる 

モデル事業の教訓
を取りまとめ 

高齢者の家族 

製品安全コーディネーター事業 



○消費者庁twitter（約３．６万人が登録）においてリコール情報を周知。発信内容も「分かりやすさ」を重視。 
○今後、LINE等の新たなソーシャルメディアを通じた情報発信も実施していく予定。 
○リコール情報配信メール（約０．８万人が登録）についても、利用者のニーズを踏まえて、情報発信の在り方を  
    検討。 

ソーシャルメディア等の活用強化 

Twitterの活用 
 
○Twitter（ツイッター）とは、140文字以内の「ツイート（つぶやき）」 
  と称される短文を投稿できる情報サービス。 
○消費者庁では、平成25年1月からサービスを開始。 
 

＜最近のツイート（投稿）の事例＞ 

LINEの活用を検討中  
○LINE（ライン）とは、スマートフォン等の 
 携帯電話やパソコンに対応した無料で 
 通話やメッセージの送受信ができる 
 情報サービス。 
○行政機関では、首相官邸が平成24年 
  10月から初めてサービスを開始。 
 ＜首相官邸におけるLINE活用例＞ 
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